
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年度の供給可能量は６，８４９万本となり、７千万本台を割り込んでいる。総数は、調査開始以来の最低

をさらに更新し、ピーク時（平成６年度、１億７，８００万本）に比べ３８．５％の水準となっている（図-１）。樹種群別

内訳は、グラウンドカバープランツ（ＧＣＰ）が最も多く全体の４４．１％、次に低木常緑樹が２２．９％、３番目にコ

ンテナ樹木が１８．３％の順となる。前年度にコンテナ樹木（２４．９％）が低木常緑樹（２１．９％）を上回ったものを

再度逆転している。露地栽培物のシェアー３７．６％に対し、コンテナ栽培物のシェアーは６２．４％となってい

る。 

主要な樹種群について種類別の内訳をみると、ＧＣＰでは、タマリュウ２６６万鉢（ＧＣＰ全体の８．８％）、コグマ

ザサ２６１万鉢（同８．６％）、シバザクラ類２４０万鉢（同７．９％）の構成となる。 

 低木常緑樹ではサツキ４２３万本（低木常緑樹全体の２２．７％）、オオムラサキツツジ２５６万本（同１３．７％）、

ヒラドツツジ１８６万本（同１０．０％）が上位３樹種を構成している。 

 コンテナ樹木は、ヒペリカム・カリシナム８４万鉢（コンテナ樹木全体の６．７％）、セイヨウカナメ類６８万鉢（同５．

４％）、Cham. pi. ‘フィリフェラ・オーレア’５３万鉢（同４．２％）が上位を占めている。 

 １８年度の総数は対前年度比８７．５％と１割以上減少し、露地物８９．６％に対しコンテナ物８６．２％となり、コ

ンテナ物の減少率が露地物を上回っている（図-２）。 

１８年度露地栽培樹木の対前年度比の内訳は、高中木８７．５％、低木９１．２％、コンテナ栽培物は樹木６４．

３％、ＧＣＰ１００．４％となっていることから、コンテナ栽培樹木の４割を超える減少が、総数およびコンテナ物の

減少を引き起こしたものである（表１）。 

 

調査結果の概要

図－１　樹種群別の供給可能量　（単位：千本・鉢）

［平成18年度：6,849万本・鉢］
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図－２　露地・コンテナ栽培の推移　（単位：千本・鉢）
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［需要の動向］ 

 
建設工事施工統計調査（国土交通省）によると、平成１６年度の造園工事完成工事高は７，９５８億円、前年度

に比べ３．８％の減少に転じている。このうち、造園工事業種が元請で受注している金額は４，０８８億円（前年度

比１９．１％減）で、元請比率は５１．４％を占める。元請比率は最近５年間で最低となる。完成工事高は平成５年

度以降でみると、平成１４年度が最低を記録し、平成１５年度は下から２番目の水準にある。 
さらに、平成１６年度の元請受注額を発注者別にみると、公共は２，０６５億円（５０．５％）、民間は２，０２３億円

（４９．５％）となり、平成１５年度に平成５年度以降では初めて民間シェアが公共を上回ったが再び逆転している

（図－３）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共工事の全体的状況を、「公共工事前払金保証統計」（保証事業会社協会）によって検討する。平成１７年

度の件数は２９７，１１４件、前年度に比較し４．５％の減少、請負金額は１２兆９，６２２億円、前年度に比べ５．

６％とやはり減少している。請負金額はこの６年間減少を続け平成１１年度水準のほぼ半分（５４．０％）となって

いる。発注者別では、件数で市区町村が最も大きく４５．２％、請負金額で都道府県が３３．３％を占める。地域

別には、関東のウェイトが最も大きく件数で１７．４％、請負金額で２１．６％を占める。 
民間需要について、１年間に新たに造成された住宅用地の供給量を把握する住宅用地完成面積調査（国土

交通省）によると、平成１６年度の工事１件当たり完成面積は、1,161 ㎡、平成１４年度（925 ㎡）以降に２年連続

して増加している。１件当たり面積は漸増気味にあるとはいえ、総数の低減傾向（平成１４年度 3,815ha、１５年

度 3,508ha、１６年度 3,165ha）を受けて、植栽可能面積も減少していると考えられる。 
「建設工事受注動態統計調査（大手５０社）」（国土交通省）をもとに、民間の土木・建築工事の動向を把握す

る。平成１７年度の受注高は９兆６，９６０億円、前年度比３．７％の増加となる。最近５年間の推移をみると、平成

１５年度より３年続けて増加し、土木・建築投資への回復基調がうかがえる。 
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図－３　発注者別元請完成工事高の推移
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